
要望等の種類

要望等をする者

記録の必要性

要望等の類型

報告・提出の範囲

公表又は公開

　　※不当要求の対応指針、契約に関する取扱要綱は一元化して整理する。

～要望等に対する対応のしくみ（フロー)案～

契約

要望等をした者の意見等の提出を求める

ただし，①公式・公開の場，②書面そのもの　については記録を要しない。

市政に対する意見・要望・提言・相談・苦情等

公職者 公職者以外

すべて記録
軽易なもの（※）を除き記録

全　面　公　開

コンプライアンス担当組織に写しを提出

公職者の記録分は、原則

行政処分等 行政計画等 日常生活関連等

各局区で保管

各局区長に報告

第三者機関（審査会）で審査

　 重要なものは《第三者機関》に対応方針を付議
　 することも検討

各局区で判断

対応：警告、告発、即時（積極的）公表など

※軽易なもの：単なる問い合わせや事実確認、
　通常の営業活動や本来業務に関する一般的なお願いなど

　①特定要求行為
　　(特定の者への便宜又は利益誘導につながるもの)

　②特に重要な政策提案に関するもの

　③法令等違反又は不当要求行為
　　(内容又は態様が不当な要求のもの)

審査決定を受け，一定
期間経過後に公開

一
定
期
間

経
過
後
に

公
開

一
定
期
間

経
過
後
に
公
開

警
告
等
の
対
応
が

不
要
な
要
望
等

明らかに
法令違反・
不当要求で
あるもの
は，各局区
で警告等
の対応

全庁的な
対策・連絡等
が必要な事
案であれば,ｺ
ﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ担
当組織経由
で「全庁的対
策会議」に付
議し,対応を
決定
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